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IRBM’s e-Invoice Guideline (Version 3.0) 
2024年 4月 6日に公表された e-Invoice Guideline (Version 2.3) の更新版として、e-Invoice Guideline 
(Version 3.0) が 6月 28日に公表されました。主な変更点は次のとおりです。 
Source for the Guideline: Official portal of IRBM 

 

 

e-Invoice の適用 e-Invoice の適用が、従前の「商業活動を行う全ての納税者」という表現から、「マレ
ーシアの全ての人」という表現に言い換えられた。  

 

e-Invoice の適用除外 e-Invoice の適用が除外される取引のリストに以下が追加された。 

a) マレーシアまたは他の国の証券取引所またはデリバティブ取引所で取引される証
券またはデリバティブの売買契約 

b) マレーシア国内または国外で設立され、証券取引所に上場されていない会社の
株式の処分（ただし、処分者が企業、LLP、信託団体、協同組合である場合を
除く） 

 

検証された e-Invoice
のデータ形式または文書
形式での共有 

検証された e-Invoice をバイヤーと共有するには実務的な課題があることから、サプラ
イヤーは検証された e-Invoice をデータ形式（XML または JSON）もしくは文書形
式（QR コードの付与）でバイヤーと共有することが認められた。  

 

検証 納税者が送信した e-Invoiceは、MyInvois システム内でマレーシア歳入庁
（IRB）が規定するデータフィールドの要件、形式、基準に準拠しているか、検証され
る。検証ルールの詳細については、SDKおよび SDK FAQ を参照のこと。  

 

IRB と関税局
（RMCD）の間の e-
Invoice情報共有 

e-Invoice Guideline (Version 3.0)の Appendix 1 に規定される e-Invoice
の要件は、主要な税法の規定を考慮に入れている。 

所得税法 138条(4)項(aa)にしたがい、納税者によりMyInvois システムに送信さ
れた情報は、RMCD と共有される。  

さらに、文書形式での e-Invoice が認められたことから、納税者は売上税やサービス
税など他の法令目的で要求される事項を当該文書に含めることが推奨される。  

 

 

 

 

http://www.hasil.gov.my/
https://sdk.myinvois.hasil.gov.my/
https://sdk.myinvois.hasil.gov.my/faq/
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e-Invoice の記載事項   
(Appendix 1) 

 e-Invoice の記載事項 (Appendix 1) の変更点は次のとおり。 

 

No. 区分 カテゴリー フィールド名 特記事項 

1. 変更  Supplier’s 
Details 

Supplier’s Registration / 
Identification Number/ 
Passport Number 

マレーシア企業委員会（SSM）に
登録している場合は、新しい 12桁
の事業登録番号のみを入力する。 

他の機関に登録している場合は、
関連する登録番号を入力する。 

2. 変更 Buyer’s 
Details 

Buyer’s Registration / 
Identification Number / 
Passport Number 

3. 変更 Invoice 
Details  

Original e-Invoice 
Reference Number 

「オリジナルの e-Invoice に遡れる
まで」という文言が削除された。 

 

 

e-Invoice の追加記載
事項 (Appendix 2) 

e-Invoice の追加記載事項 (Appendix 2) の変更点は次のとおり。 

 

No. 区分 カテゴリー フィールド名 特記事項 

1. 変更  Annexure Shipping Recipient’s 
Name 

従前は必須項目であったが、オプション
項目に変更。 

2. 変更 Annexure Shipping Recipient’s 
Address 

従前は必須項目であったが、オプション
項目に変更。 

3. 変更 Annexure Shipping Recipient’s TIN 従前は必須項目であったが、オプション
項目に変更。 

4. 変更 Annexure Shipping Recipient’s 
Registration Number / 
Identification Number / 
Passport Number 

従前は必須項目であったが、オプション
項目に変更。 

マレーシア企業委員会（SSM）に登録
している場合は、新しい 12桁の事業登
録番号のみを入力する。 

他の機関に登録している場合は、関連
する登録番号を入力する。 
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IRBM’s e-Invoice Specific Guideline (Version 2.2) 
2024年 4月 6日に公表された e-Invoice Specific Guideline (Version 2.1) の更新版として、e-Invoice 
Specific Guideline (Version 2.2) が 6月 28日に公表されました。主な変更点は次のとおりです。 
Source for the Guideline: Official portal of IRBM 

 

Self-billed e-Invoice 従前の「（ビジネスを行っていない）個人からの物品・サービスの取得」との記述を、
「（ビジネスを行っていない）個人との取引」に言い換え。 

次の場合も self-billed e-Invoice を発行するケースに追加された。 
• 保険会社が支払う保険金、補償、給付金 

上記に従い、保険会社（バイヤー）はサプライヤーの役割を担い、保険契約者／受
益者（サプライヤー）に対して self-billed e-Invoice を発行する。 

検証された self-billed e-Invoice をサプライヤーと共有するには実務的な課題があ
ることから、バイヤーは検証された e-Invoice をデータ形式（XML または JSON）も
しくは文書形式（QR コードの付与）でサプライヤーと共有することが認められた。 

 

Self-billed e-Invoice
の集約 

保険会社から個人（ビジネスを行っていない）へ支払われる保険金、補償、給付金
については、self-billed e-Invoice を集約することが認められた。 

 

定期的な明細書または
請求書 

サプライヤーは請求月の末日（従前は請求期間の末日）から 7暦日以内に
consolidated e-Invoice を作成し、IRBへ送信しなければならないことが明確にさ
れた。 

 

一般税務番号のリスト
(Appendix 1) 

一般共通の税務番号 (“EI00000000010”) は、consolidated self-billed e-
Invoice におけるサプライヤーの税務番号に適用される。 

海外の物品受領者の税務番号が不明な場合、海外バイヤー／海外物品受領者の
税務番号 (“EI00000000020”) が適用される。 

  

http://www.hasil.gov.my/
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IRBM’s 
FAQs 
Based on the IRBM’s General FAQ (updated 
28 June 2024)  
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IRBM’s e-Invoicing General FAQ 
2024年 6月 28日、IRBは一般 FAQ を更新しました。一般 FAQは、self-billed e-Invoices、consolidated 
e-Invoices、クロスボーダー取引、バウチャー、委託取引などについて、e-Invoiceの取り扱いを明確化するものです。 

なお、特定の事業（Insurance and Takaful、Healthcare、Tourism、Aviation、Financial Services、 
Stockbroking and Unit Trust） の FAQ ついては、英語版をご参照ください。  

一般 FAQの主な変更点は次のとおりです。 
Source for the FAQ: Official portal of IRBM 

 

海外サプライヤー／海外
バイヤーのための一般また
は特定税務番号  

海外サプライヤー／海外バイヤーが税務番号を有しているか否かを確認する責任は、
納税者にあることが明確にされた。 

一般税務番号（General TIN）は、海外のサプライヤー／バイヤーが税務番号を有
していない場合に、納税者が e-Invoice / self-billed e-Invoice を容易に発行で
きるようにするためのものである。  

 

リアルタイム検証 IRB による e-Invoice の検証は、一般的に 2秒以下で行われる。  
 

複数のオリジナル e-
Invoices に対する
Credit Note等の発行 

状況に応じて、１つの credit note / debit note / refund note を発行すること
で、複数のオリジナル e-Invoices を調整できることが明確にされた。 

consolidated e-Invoices についても調整可能であることが明確にされた。  
 

入居者が公共料金を支
払うが、家主名義で請
求書が発行される場合 

入居者が自分名義での公共料金の請求書発行を要求できない場合、以下も入居
者による支払いに含まれる。 

• 家主が発行する e-Invoice （家主がビジネスを行っている場合）、もしくは 
• 場合により、入居者が発行する self-billed e-Invoice（家主がビジネスを

行っていない場合）  
 

バウチャーの販売／配布
時の e-Invoice 

無料で提供されるバウチャーや、払い戻し可能なバウチャーには、e-Invoiceは不要
である。払い戻し可能なバウチャーの有効期限が切れた場合、期限切れの時点で e-
Invoiceの発行が必要となる。 

販売されたバウチャーが払い戻し不可の場合、e-Invoice の発行が必要となる。払
い戻し不可のバウチャーの有効期限が切れた場合、期限切れの時点での e-
Invoiceの発行は不要である。 

 

http://www.hasil.gov.my/
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バウチャー引き換え時の
e-Invoice 

払い戻し可能、払い戻し不可のいずれのバウチャーも、利用時に e-Invoiceの発行
が必要となる。  

払い戻し可能なバウチャーが使われた場合、請求書の「税抜き合計額」は取引合計
額と一致しなければならない。払い戻し可能なバウチャー金額は、オプション項目であ
る「前払い」に含めることができる。 

払い戻し不可のバウチャーが使われた場合、請求書の「税抜き合計額」は取引の未
決済残高と一致しなければならない。 

 
物品の輸入に対する
Self-billed e-Invoice 

該当する場合、合意されたインコタームズに従って適用される追加料金が、「その他の
料金の詳細」フィールドに含まれることが明確にされた。 

 
エージェント等への支払い
に対する Self-billed e-
Invoice 

self-billed e-Invoices の発行は、エージェント等に提供する文書（明細書など）
に従って、一貫して適用される限り、発生ベースもしくは支払ベースのいずれも認められ
る。 

 
委託契約  委託契約の慣行に従い、受託者が物品を販売／消費した時点で、委託者は e-

Invoice を発行する必要がある。  
 
直送取引 物品がマレーシアに輸入されない直送取引の場合、self-billed e-Invoice の発行

は、外国のインボイスがマレーシアの納税者の会計システムに記録された時点で行う。 

“Reference Number of Customs Form No.1, 9 etc.” フィールドは適用され
ない。 

 
Reference Number 
of Customs Form 
No. 1,9, etc.のデータ
フィールド  

マレーシアに物品が輸入されない場合（マレーシア国内での輸送など）“Reference 
Number of Customs Form No.1, 9 etc.”フィールドは適用されない。  

e-PAM(Pre-Alert Manifest)システムで申告された低価値物品の場合、e-PAM
参照番号を当該フィールドに記載する。 

輸入物品について、複数の税関申告書参照番号を当該フィールドに含めることができ
る。詳細は SDK を参照のこと。 

 
中小企業（MSMEs）
による consolidated 
e-Invoice の発行 s 

所得税法 82条(1)項(b)に従い、年間の物品販売額が RM150,000超、または
サービス提供が RM100,000超のMSMEｓは、全ての取引についてシリアル番号
付きの領収書を発行しなければならない。これらの MSMEsは、IRB の検証用に、領
収書の参照番号を consolidated e-Invoice に含めなければならない。 

上記の基準を下回るMSMEsは領収書を発行する必要はなく、月間売上を
consolidated e-Invoice の１行に集約することができる。 

https://sdk.myinvois.hasil.gov.my/
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